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講演録 

リスキリング、副業、起業の際の所得課税上の留意点 

 

明治大学専門職大学院法務研究科専任教授 

岩 﨑 政 明 

 

◆SUMMARY◆ 

 
 本稿は、令和 5 年 11 月に配信された「税務大学校公開講座」（WEB 配信）における岩﨑

政明教授（明治大学専門職大学院法務研究科（法科大学院））の講演内容である。 

 本講演では、リスキリングによって習得した新たな技能に関連する所得課税上の取扱いが

検討された。 

まず、新たな業務を開始する前に支出した各種の準備的支出が新たな当該業務の所得金額

の計算において必要経費として控除できるか否かに関連する所得税法の規定（繰延資産・減

価償却資産の処理）について概観した後、二つの具体的な設例を用いてその所得課税上の取

扱いを検討している。 

すなわち、設例１は、会社員 A が、勤務先のリスキリング支援制度を利用して新たな技術

を習得し、副業を始めた場合の雑所得の課税に関する検討である。 

設例２は、会社員 B が、勤務先のリスキリング支援制度等を利用して新たな資格を取得し、

一定期間後に独立して起業した場合の事業所得の課税に関する検討である。 

結びに、これらの検討及びリスキリングによる個人の起業を推進する政策がとられるよう

になっている今日の情勢を踏まえ、所得税法における繰延資産の該当性やその償却方法につ

いて、通達における例示や法令改正の必要性に言及している。 

（税大ジャーナル編集部） 

キーワード：リスキリング、副業、独立起業、繰延資産、減価償却費、雑所得、事業所得 

 
 
  

本内容については、すべて執筆者の個人的見解であり、

税務大学校、国税庁あるいは国税不服審判所等の公式

見解を示すものではありません。 
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Ⅰ はじめに 

 政府は、令和４（2022）年 10 月 28 日に閣

議決定された「物価高克服・経済再生実現の

ための総合経済対策」において、「新しい資本

主義の加速」を重要課題の一つとして打ち出

した。そして、この「新しい資本主義」の第

１の柱として、「人への投資」を抜本強化し、

長年にわたり大きな賃上げが実現しないとい

う我が国の構造的な課題に正面から、果断に、

挑んでいくという決意を示した。 

 そのための具体的政策としては、「『企業間・

産業間の労働移動の円滑化』に重点を置いて、

訓練後に非正規雇用を正規雇用に転換する企

業や、賃上げを伴う転職・労働移動の実現に

向け、より高い賃金で新たに人を雇い入れる

企業への支援の拡充を行う。また、在職者の

キャリアアップのための転職支援として、民

間専門家に相談して、リスキリング・転職ま

でを一気通貫で支援する制度を新設する。さ

らに、地域金融機関等による地域企業への人

材マッチング等に取り組むほか、副業を受け

入れる企業への支援を新設する。／あわせて、

働く人が自らの意思でリスキリングに取り組

み、キャリアを形成していくことを支援する

企業への助成率引き上げなど、労働者のリス

キリングへの支援を強化する」(1)としている。 

 リスキリング(reskilling)とは、狭い意味で

は、副業や転職のように、新しい仕事・職務

に移行するために必要な技能（スキル）を習

得する行為のことをいい、政府の「新しい資

本主義」においても、そのような意味で用い

られている。しかし、一般的には、より広く、

職業能力の再開発、再教育の意味で使われる

こともある。これと似た意味合いのことばと

して、リカレント(recurrent)教育がある。リ

カレントとは、狭い意味では、学習と就業と

を周期的に循環することなので、新しい職業

能力を取得するために、いったん職場を離れ

て学習をし、また復職するということを指す。

しかし、最近では、この用語も広い意味の職

業能力の再開発、再教育の意味で使われるこ

とがあるため、リスキリングとリカレント教

育とはあまり厳密には区別できないことが多

い。本稿では、この二つの用語の意味を広い

意味で捉えることにする。 

 現状では、リスキリングないしリカレント

教育において、政府や経済界が促進したい職

業能力は、デジタルスキルである。それは、

国・公共団体であると民間であるとを問わず、

また業界業種のいかんを問わず、将来的な事
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業の生き残りや新しい発展をするためには、

デジタル・トランスフォーメーション

(Digital Transformation：DX)の推進が不可

欠であると考えられているからである。デジ

タル・トランスフォーメーションとは、AI、

IoT、ビッグデータ等の新しいデジタル技術

を社会に浸透させ、既存の価値観や枠組みを

破る革新的なイノベーションをもたらすこと

をいう。そのために必要なデジタル人材とし

ては、社内業務の効率化、高度化をコーディ

ネートし、企画し、実施するビジネス・アー

キテクト、そうしたイノベーションのデジタ

ル・デザイナー、イノベーションの基礎とな

る分析を行うデータ・サイエンティスト、イ

ノベーションのデジタル設計図を書くソフト

ウェア・エンジニア、業務を動かしているソ

フトウェアを保安するためのサイバーセキュ

リティー・エンジニアなどがある。 

 こうしたデジタル技術を習得した人のスキ

ルは、一つの勤務先においてだけ有効なわけ

ではなく、様々な業種に妥当し、かつ他の企

業からも必要とされる汎用性のあるものであ

る。それゆえ、ある企業において、デジタル

技術を習得した人は、そのデジタル技術を用

いて、副業をし、やがて独立起業をすること

ができるようにならないと、デジタル技術を

社会全体で共有し、社会を革新するためのデ

ジタル・トランスフォーメーションは実現し

ない。他方で、デジタル技術を習得した人が、

一つの勤務先の給与だけしか得られないので

あれば、技術習得のための努力に報い、生活

を支える富の増進を図ることにもつながらな

い。そこで、政府としても、副業や転職、独

立起業を一貫して支援する政策をとろうとし

ているのである。 

 こうした社会の動きは、企業が必要とする

人材は、その企業が資金を使って社内で育成

し、その育成した人材は当該企業の利益を増

やすために使われるべきだという既存の価値

観や枠組みには適合しない。そうした既成概

念を打ち破る新しい方向に展開しようとする

のが、イノベーションでありトランスフォー

メーションなのである。 

 とはいえ、こうした副業、転職、独立起業

により、人々が収入を増やそうとする動きは、

デジタル技術の分野に止まらない。社会が必

要としている技術は、デジタル技術だけでは

ないからである。企業においても、従業員の

職業能力を高めるためのリスキリングには、

特定の技術に限定することなく幅広く積極的

な支援を行うようになってきている。 

 従業員が勤務先から経済的・就労的な支援

を受けて、新しい技術を習得し、副業をした

り、その後に独立起業をしたうえで、当該勤

務先から注文を受けて、新しい収入を得た場

合、その人には、どのような所得税が課税さ

れることになるのであろうか。また、その人

が新しい技術を使って、新しい収入を得るま

でに要した様々な支出は、その後の所得税の

金額の計算に当たって、どのように取り扱わ

れるのであろうか。 

 本稿においては、そのようなリスキリング

によって習得した新しい技術に関連する所得

課税の取扱いを検討する。話を具体的にする

ために、次の二つの設例を用いることにする。

なお、両設例における勤務先からのリスキリ

ング支援のうち、一時金の給付については、

フリンジベネフィット（現物給与）として勤

務先が給与所得として所得税の源泉徴収をし

ているものとする。 

 設例１としては、会社員の A は、従来、コ

ンピュータゲームが好きで、簡単なゲームソ

フトウェアなどを趣味で作成していたが、

もっと複雑なプログラムを作ってみたいと

思っていた。そこで、一念発起して、勤務先

のリスキリング支援制度を利用してコンピュ

ータ情報処理専門学校に入学し、デジタル・

プログラマーの技術を習得したところ、勤務

先からメタバース等を利用した勤務先会社の

仮想店舗を開設・運営する業務を任された。
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さらに、A は、デジタル・デザイナー、ソフ

トウェア・エンジニアとして、社外からの注

文を受けて収入を得る副業を始めた。そうし

た場合、その副業を始めるまでに専門学校に

支払った学費や自宅用に購入した高性能パソ

コンや通信設備等の支出は、副業に係る雑所

得の金額の計算に当たり必要経費として控除

することができるであろうかという問題であ

る。 

 設例２としては、会社の経理課に所属して

簿記等の会計実務を担当する会社員の B が、

勤務先のリスキリング支援制度と休職・フ

レックスタイム等を利用して、税理士専門学

校に入学し、３年間かけて税理士試験を受験

し、所定の科目すべてに合格した。一定期間

は、会社の勤務を継続した後、独立して税理

士登録をし、税理士事務所を開設して税理士

業を始めた場合に、開業までに要した様々な

支出は、その後の事業所得の金額の計算に当

たり必要経費として控除することができるで

あろうかという問題である。 

 

Ⅱ 業務開始前の各種準備的支出に関する取

扱い：繰延資産・減価償却資産の処理 

 設例１及び２において、業務開始する前に

支出した各種準備的支出が所得金額の計算に

当たって必要経費と認められるかどうかに関

連する所得税法（以下｢所税｣という。）の規定

には、次のものがある。 

 まず、繰延資産についてであるが、同法は、

不動産所得、事業所得又は雑所得に係る業務

の開始時までに要した一定の支出を、上記各

種所得金額の計算に当たり、繰延資産として

計上した上で、必要経費に算入することがで

きると規定している。具体的には、次のとお

りである。 

 所税２条１項 20号は、繰延資産の意義を、

「不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所

得を生ずべき業務に関し個人が支出する費用

のうち支出の効果がその支出の日以後１年以

上に及ぶもので政令で定めるものをいう」と

する。 

 そして、所得税法施行令（以下｢所税令｣と

いう。）７条１項は、所税２条１項 20 号に規

定する政令で定める費用の範囲について、「個

人が支出する費用（資産の取得に要した金額

とされるべき費用及び前払費用を除く。）のう

ち次に掲げるものとする」と規定した上で、

次の３つの費用を列挙する。 

 １号 開業費（不動産所得、事業所得又は

山林所得を生ずべき事業を開始するまでの間

に開業準備のために特別に支出する費用をい

う。） 

 ２号 開発費（新たな技術若しくは新たな

経営組織の採用、資源の開発又は市場の開拓

のために特別に支出する費用をいう。） 

 ３号 前二号に掲げるもののほか、次に掲

げる費用で支出の効果がその支出の日以後１

年以上に及ぶもの 

 イ 自己が便益を受ける公共的施設又は共

同的施設の設備又は改良のために支出する費

用 

 ロ 資産を賃借し又は使用するために支出

する権利金、立ちのき料その他の費用 

 ハ 役務の提供を受けるために支出する権

利金その他の費用 

 ニ 製品等の広告宣伝の用に供する資産を

贈与したことにより生ずる費用 

 ホ イからニまでに掲げる費用のほか、自

己が便益を受けるために支出する費用 

 なお、所税令７条２項は、繰延資産とされ

る費用から除外される上記の前払費用とは、

個人が一定の契約に基づき継続的に役務の提

供を受けるために支出する費用のうち、その

支出する日の属する年の 12 月 31 日（年の中

途において死亡し又は出国をした場合には、

その死亡又は出国の時）においてまだ提供を

受けていない役務に対応するものをいう、と

規定している(2)。 

 他方、繰延資産の償却費の計算及びその償
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却方法については、所税 50 条１項が、「居住

者のその年 12月 31日における繰延資産につ

きその償却費として第 37 条（必要経費）の規

定によりその者の不動産所得の金額、事業所

得の金額、山林所得の金額又は雑所得の金額

の計算上必要経費に算入する金額は、その繰

延資産に係る支出の効果の及ぶ期間を基礎と

して政令で定めるところにより計算した金額

とする」と規定し、また、同条２項が「前項

に定めるもののほか、繰延資産の償却に関し

必要な事項は、政令で定める」としている。 

 そして、上記規定を受けた所税令 137 条１

項は、繰延資産の償却費の金額について、次

の区分に応じ当該各号に定める金額とすると

規定し、 

 １号 所税令７条１項１号（開業費）又は

２号（開発費）に掲げる繰延資産については、

その繰延資産の額を 60 で除し、これにその

年において不動産所得、事業所得、山林所得

又は雑所得を生ずべき業務を行っていた期間

の月数を乗じて計算した金額（すなわち、60

か月間（５年間）にわたり均等に計算された

金額を償却する。）とし、 

 ２号 所税令７条１項３号に掲げる繰延資

産については、その繰延資産の額をその繰延

資産となる費用の支出の効果の及ぶ期間の月

数で除し、これに前号に規定する業務を行っ

ていた期間の月数を乗じて計算した金額とす

る。 

 ただし、上記１号所定の開業費については、

いわゆる任意償却を選択することができるの

で、任意のタイミングで必要経費に算入し確

定申告をすることができる（所税令 137 条３

項）。この選択については、税務署長に届け出

る必要はない。 

 また、繰延資産の額の一括償却について、

まず所税令 139 条１項は、減価償却資産で取

得価額が 20万円未満であるものについては、

当該資産（貸付け（主要な業務として行われ

るものを除く。）の用に供したものを除く。）

の全部又は特定の一部を一括したもの（以下

｢一括償却資産｣という。）の取得価額の合計額

をその業務の用に供した年以後３年間の各年

の費用の額とする方法を選択したときは、必

要経費に算入する金額は、当該一括償却資産

の取得価額の合計額（以下、｢一括償却対象額｣

という。）を３で除して計算した金額とすると

し、次に所税令 139 条の２は、所税令７条１

項３号（その他繰延費用）に掲げる費用のう

ちその支出する金額が 20 万円未満であるも

のについては、その支出する金額に相当する

金額を、その者のその支出する日の属する年

分の必要経費に算入すると規定している(3)。 

 次に、減価償却制度についてであるが、所

税２条１項 19 号は、「不動産所得若しくは雑

所得の基因となり、又は不動産所得、事業所

得、山林所得若しくは雑所得を生ずべき業務

の用に供される建物、構築物、機械及び装置、

船舶、車両及び運搬具、工具、器具及び備品、

鉱業権その他の資産で償却をすべきものとし

て政令で定めるもの」を減価償却資産と定義

し（具体的な減価償却資産の範囲は、所税令

６条で定められている。）、その償却の方法・

償却費の計算について、所税 49 条は、「居住

者のその年 12月 31日において有する減価償

却資産につきその償却費として第 37 条（必

要経費）の規定によりその者の不動産所得の

金額、事業所得の金額、山林所得の金額又は

雑所得の金額の計算上必要経費に算入する金

額は、その取得をした日及びその種類の区分

に応じ、償却費が毎年同一となる償却の方法

……に基づき政令で定めるところにより計算

した金額とする」と規定する。 

 ここにいう政令で定める償却方法は、所税

令６条所定の減価償却資産の種類に応じて納

税者が選択することができる（所税 49 条１

項）。選択できる償却方法は、所税令６条所定

の減価償却資産の種類に応じて個別に定めら

れており、設例１及び２に関連する減価償却

資産として、工具、器具及び備品（所税令６
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条７号）については定額法（すなわち、取得

価額からその残存価額を控除した金額にその

償却費が毎年同一となるように当該資産の耐

用年数に応じた償却率を乗じて計算した金額

を各年分の償却費として償却する方法）又は

定率法（すなわち、取得価額にその償却費が

毎年１から定額法償却率に２を乗じて計算し

た割合を控除した割合で逓減するように当該

資産の耐用年数に応じた償却率を乗じて計算

した金額を各年分の償却費として償却する方

法）が、またソフトウェアのような無形固定

資産（所税令６条８号）については定額法が

掲げられている（所税令 120 条の２第１項２

号・４号。なお、所轄税務署長の承認による

特別な償却の方法の選択については、所税令

120 条の３）。また、法定耐用年数は、財務省

令の別表である耐用年数表において個別の減

価償却資産ごとに定められている（所税令

129 条）。 

 新たに業務を始めた場合には、減価償却資

産の種類ごとに減価償却の方法を選定して、

その翌年の３月 15 日までに所轄の税務署長

に届け出なければならないとされている（所

税令 123 条）。この届出がない場合には、法

定の償却方法である定額法により計算される

ことになる（所税令 125 条）。 

 そして、「居住者の有する減価償却資産につ

きその償却費としてその者の各年分の不動産

所得の金額、事業所得の金額、山林所得の金

額又は雑所得の金額の計算上必要経費に算入

する金額は、当該資産につきその者が採用し

ている償却の方法に基づいて計算した金額と

する」（所税令 131 条）とされている（その特

例は、所税令 132 条ないし 136 条）。 

 以下においては、これらの関係法令に基づ

き、設例１及び２に掲げた各種支出について、

繰延資産又は減価償却資産としての処理が認

められるか否か、これが認められるとした場

合の償却費の計算はどのようになるか、他方

これが認められないとした場合の処理はどう

なるのかについて検討する。 

 

Ⅲ リスキリング・副業に関する雑所得課税

の留意点 

１ 専門学校等に支払った入学料等リスキリ

ング費用は副業に係る繰延資産になるか 

 設例１は、会社員の A が、勤務先のリスキ

リング支援制度を利用してコンピュータ情報

処理専門学校に入学し、デジタル・プログラ

マーの技術を習得し、メタバース等を利用し

て勤務先会社の仮想店舗を開設・運営する担

当業務を任されたが、それとは別に、デジタ

ル・デザイナー、ソフトウェア・エンジニア

として、社外からの注文を受けて収入を得る

副業を始めた場合、その副業を始めるまでに

専門学校に支払った学費や自宅用に購入した

高性能パソコンや通信設備等の支出は、副業

に係る雑所得から必要経費として控除するこ

とができるかどうかという問題である。 

 A は、高額の入学料・授業料・教材費等（以

下「学費」という。）を支払い、コンピュータ

情報処理専門学校に入学し、デジタル・プロ

グラマーの技術を習得して、この技術を応用

して、デジタル・デザイナー、ソフトウェア・

エンジニアとして、社外からの注文を受けて

収入を得る副業を始めたのであるから、コン

ピュータ情報処理専門学校への学費の支出と

デジタル・デザイナー、ソフトウェア・エン

ジニアとしての業務による雑所得に係る総収

入金額との間には相当の因果関係がある。そ

こで、こうしたスキルアップのための支出を、

開業後の雑所得の金額の計算に当たっては、

「開発費」としての繰延資産として必要経費

に算入することができるといえるかを検討す

る。 

 所税令７条１項２号は繰延資産としての開

発費を「新たな技術若しくは新たな経営組織

の採用、資源の開発又は市場の開拓のために

特別に支出する費用をいう｣と定義している。

この定義自体は、法人税法上の開発費の定義
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と同じである（法人税法施行令 14 条１項３

号。なお、法人税法施行令を以下「法税令」

という。）。そこで、スキルアップのための諸

費用がここにいう「新たな技術の採用のため

に特別に支出する費用」に該当するかどうか

を検討しよう。 

 新たな技術の採用に係る開発費とはどのよ

うなものをいうのかであるが、その具体例は、

所得税基本通達にも法人税基本通達にも何ら

示されていない。しばしば対比されるのが、

会計学上の費用としての｢研究開発費｣ないし

法人税法上の損金としての｢試験研究費」（租

税特別措置法 42 条の４。なお、租税特別措置

法を以下「租特」という。）と繰延資産として

の｢開発費｣との違いである。 

 企業会計基準委員会による『研究開発費等

に係る会計基準』(4)によると、「研究とは、新

しい知識の発見を目的とした計画的な調査及

び探究をいう。開発とは、新しい製品・サー

ビス・生産方法（以下、｢製品等｣という。）に

ついての計画若しくは設計又は既存の製品等

を著しく改良するための計画若しくは設計と

して、研究の成果その他の知識を具体化する

ことをいう」と定義されており、これに対し

て、同『繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い（ただし企業会計基準第 24 号「会計方

針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準」（2020 年３月 31 日改正）に

よる改正後のもの）』(5)によると、｢開発費と

は、新技術又は新経営組織の採用、資源の開

発、市場の開拓等のために支出した費用、生

産能率の向上又は生産計画の変更等により、

設備の大規模な配置替えを行った場合等の費

用をいう。ただし、経常費の性格をもつもの

は開発費には含まれない｣とされている。 

 以上を総合すれば、継続的な研究開発業務

のために支出した費用が「研究開発費」（ない

し｢試験研究費｣）であり、従前には行ってい

なかった新技術の開発を始めるために支出し

た特別な費用が開発費（繰延資産）になると

いえそうである。 

 そうすると、設例１の場合、もし A が従前

において趣味として行っていたゲームソフト

ウェアのプログラミング技能をスキルアップ

するために自発的に学費を支出してコンピュ

ータ情報処理専門学校に入ったのであれば、

この支出は雑所得等の業務に関するものでは

なく、あくまでも趣味としての技能を高める

ためのものであるといえる。そうすると、こ

の支出は、家事費（所税 45 条１項１号）で

あって、雑所得の金額の計算上必要経費に算

入できるものではないということになる。 

 しかしながら、A は、勤務先のリスキリン

グ支援制度を利用し、リスキリング、すなわ

ち副業や転職のように、新しい仕事・職務に

移行するために必要な技能（スキル）を習得

するために学費を支出したのであるから、そ

の後に始めた副業に係る開発費に該当すると

いえるのではないかと思われる（ただし、A が

副業を始めなければ、学費は家事費にすぎな

い。）。 

 

２ 器具・機材の購入費用は副業に係る繰延

資産になるか 

 設例１においては、A は、もともとは趣味

のゲームソフトウェアを開発しようとして自

宅用に購入した高性能パソコンや通信設備等

の支出をしたわけであるが、その後、副業と

して、デジタル・デザイナー、ソフトウェア・

エンジニアという業務を始め、雑所得を得る

に至っている。高性能パソコンや通信設備等

の器具・機材を購入するための支出は、資産

を取得するために要した支出であって、将来

における費用の前払に相当するものではない

ので、繰延資産には該当しない。そこで、こ

の購入費が、減価償却資産として、雑所得の

金額の計算に当たり償却費を必要経費として

控除できるどうかを検討する。 

 これらの器具・機材が減価償却資産となる

のは、これらの機材を業務の用に供する（所
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税２条１項 19 号）とともに、その減価償却資

産の種類に応じて（所税令６条７号）、償却方

法の選定について所轄税務署長に届出の手続

（所税 49 条、所税令 120 条１項２号、123

条）を行ったときである。 

 それゆえ、A が購入した高性能パソコンや

通信設備等の器具・機材が雑所得に係る減価

償却資産であるというためには、A のデジタ

ル・デザイナー、ソフトウェア・エンジニア

としての各種プログラミングの行為による対

価が雑所得の基因となる業務上の収入金額で

ある必要がある。そのためには、当該行為の

営利性、有償性の有無、継続性・反復性の有

無のほかに、業務としての社会的客観性の有

無がなければならないと解される(6)。それゆ

え、一度だけ社外からの注文に応じてプログ

ラミングをし、対価を得たとしても、それだ

けで、直ちに業務が開始されたといえるわけ

ではない。また、雑所得の基因となる業務で

あるかどうかは、内心の意図だけで主観的に

決まるわけでもない。デジタル・デザイナー、

ソフトウェア・エンジニアとして、収入を得

る意図や目的があって始めたとしても、注文

主が現れなければ、趣味としての活動に止ま

るので、業務といえるかどうかは客観的に判

断されるべきものである。 

 それゆえ、これらの器具・機材をデジタル・

デザイナー、ソフトウェア・エンジニアとし

ての各種プログラミングのために使用したと

しても、業務性がなければ、これらの機材は

趣味のための道具というべきであるから、そ

の購入費は家事費（所税 45 条１項１号）とい

うことになろう。 

 設例１においては、A は従前において趣味

として行っていたゲームソフトウェアのプロ

グラミングを、勤務先のリスキリング支援制

度を利用し、リスキリング、すなわち副業や

転職のように、新しい仕事・職務に移行する

ために必要な技能（スキル）を習得したうえ

で、副業として、外注を受けるに至っている

のであるから、その業務性が生じた年に、す

でに各種プログラミングに使用してきた器

具・機材について、中古資産としてその時点

での価値を評価した上で、確定申告期限まで

にその減価償却方法の選定について所轄税務

署長に届出をし、雑所得の金額の計算に当た

り、当該年分の償却額を必要経費として控除

すべきことになろう。 

 

Ⅳ 独立起業に関する事業所得課税の留意点 

１ 開業までに支出した諸金員に係る繰延資

産・減価償却資産の区別 

 設例２は、会社員の B が勤務先のリスキリ

ング支援制度と休職・フレックスタイム等を

利用して、税理士専門学校に入学し、３年間

かけて税理士試験に合格して復職の後、一定

期間後に、独立して税理士事務所を開設して

税理士業を始めた場合に、開業までに要した

様々な支出をその後の事業所得から必要経費

として控除することができるかという問題で

ある。この設例をより具体的なものとするた

め、開業までに要する支出として次のものが

あると想定されるので、それぞれ個別に検討

することにしよう。 

 B としては、税理士事務所を開設するため

に、オフィスビルの一室を賃借し、契約終了

時に返還が予定されている保証金 100万円の

ほか、返還されることのない礼金（ないし権

利金）30 万円を支払った（なお、月額賃料 30

万円とする。）。また、事務所の内装費・事務

机・椅子・コンピュータ等の備品費として 300

万円、ホームページ外注費・チラシ印刷費等

の広告宣伝費 50 万円を支出した。さらに、事

務所所在地の単位税理士会（支部会）・日本税

理士会連合会への新規入会金･登録料・開業時

負担金として合計で 30 万円を支出した。加

えて、開業前に、コンサルティング会社が募

集している起業のためのスタートアップ研修

会に出席して 50 万円を支出した。そうした

とき、B が開業までに支出したこれらの金額
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をすべて繰延資産として処理することができ

るであろうか。 

 第１は、税理士事務所を開設するためのオ

フィスビル貸室の賃借契約に係る①契約終了

時に返還が予定されている保証金 100万円と

②返還されない礼金 30 万円の税務処理であ

る。不動産の賃借契約の締結に当たっては、

契約終了時に返還が予定されている敷金ない

し保証金と呼ばれる金員の授受が行われる慣

行がある。①の返還が予定される保証金は、

差入保証金として税務会計上も租税法上も

いったん資産計上され、契約終了時まで償却

されない。契約終了時において、貸室の修繕

費や未払賃料があればそれらと精算の上、返

還されない部分の金額について資産損失とし

て必要経費に算入することになる。これに対

して、②のもともと返還されない礼金につい

ては、所税令７条１項３号ロ所定の「その他

繰延費用」として、いったん繰延資産に計上

した上で、実際の賃借期間（賃借期間が 60 か

月未満のとき）により均等償却するか又は 60

か月間で均等償却する（所税 50 条、所税令

137 条１項２号）。 

 第２は、税理士事務所として必要な内装費

と事務机等の備品費・機械類の合計 300 万円

の税務処理である。内装工事及び備品・機械

類の費用は、繰延資産ではなく、いずれも減

価償却資産である。その減価償却費の償却に

ついては「減価償却資産の耐用年数等に関す

る財務省令」に記載されている耐用年数表に

よることとなるが、内装費については、自社

所有建物の内装と賃貸建物の内装とでは異な

る取扱いが定められている。設例２における

内装は賃貸建物の内装費であるので、その造

作した建物の耐用年数及びその造作の種類・

用途・使用材質等を勘案して合理的に耐用年

数を見積もることとされている（耐用年数の

適用等に関する取扱通達１－１－３）(7)。こ

の合理的に見積もった耐用年数というのは、

実務上は一般的に 10年ないし 15年とされて

いるようである。また、備品・機械類の費用

については、耐用年数表において各種品目ご

とに個別の耐用年数が定められているところ、

たとえば事務机（金属製）については 15 年と

されている。機械購入費についても耐用年数

表にしたがって減価償却をすることとなる。 

 第３は、広告宣伝費 50 万円の税務処理で

ある。広告宣伝費に相当するものは、オープ

ン告知用のポスターの印刷費、Web のホーム

ページ制作費、名刺制作費等様々なものがあ

るが、これらは税理士事務所の開業に関連す

る費用である限り、いずれも所税令７条１項

１号所定の開業費として繰延資産に該当する。

それゆえ、その償却については、60 か月間の

均等償却（所税令 137 条１項１号）又は任意

償却（所税令 137 条３項）を選択することが

できる。ただし、名刺制作費のような単価 20

万円未満の費用については、一括償却対象額

となる（所税令 139 条２項）。 

 第４は、税理士事務所を新規開業するに当

たって加入した事務所所在地の単位税理士会

（支部会）・日本税理士会連合会への新規入会

金･登録料・開業時負担金の合計 30 万円の税

務処理である。税理士として開業するために

は、現行の税理士法によれば、税理士登録を

行い、単位税理士会（支部会）・日本税理士会

連合会に加入しなければならないこととされ

ている（いわゆる強制加入制度：税理士法 18

条・19 条・21 条・22 条・49 条の６）。これ

らの支出は、｢自己が便益を受けるために支出

する費用｣と解することができるから、所税令

７条１項３号ホ所定の繰延資産に該当すると

いえよう。そうすると、その償却については、

60 か月間の均等償却（所税令 137 条１項１

号）となる。 

 最後に、第５は、開業前に、コンサルティ

ング会社が募集している起業のためのスター

トアップ研修会に参加するために支払った

50 万円の税務処理である。 

 この点については、歯科医師が新規開業を
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する際に受講した研修参加費について繰延資

産として償却できるかどうかが争われた国税

不服審判所平成 13 年６月 25 日裁決（非公表

裁決）(8)が参考になる。 

 この裁決は、「請求人が受講した研修は、既

に開業した歯科医や歯科技工士も受講するな

ど、歯科医等一般を対象とした内容であって、

歯科医の開業を予定している者を対象として、

歯科医の開業準備という目的のために特別に

行われた研修ではない。そうすると、本件研

修費は、歯科医に係る技能又は知識を習得す

るために支出されたもので、現実にその後に

開業するか否かにかかわらず、経常的に支出

される性格のものであって、例えば開業のた

めの広告宣伝費用のように、開業準備のため

に『特別に』要した費用とは自らその性格を

異にしているといえる。よって、本件研修費

は、『開業準備のために特別に支出した費用』

とは認められず、繰延資産の開業費には当た

らないとするのが相当である｣と判断した。 

 この裁決は、開業費の意義について所税令

７条１項１号の文理に即して解釈した合理性

がある。そこで、この解釈に依拠すれば、設

例２についても、B が参加した研修会の費用

も、当該研修の内容が起業を志す者への一般

的な情報提供であって、税理士業の開業に直

接関係するものでない場合には、｢開業準備の

ために特別に支出した費用」とはいえないか

ら、繰延資産には該当せず、家事費として（所

税 45 条１項１号）、必要経費への算入は認め

られないこととなろう(9)。 

 

２ 償却期間経過後における繰延資産の任意

償却の可否 

 次に、B は、無事開業することができたが、

開業後５年間は赤字であったため、繰延資産

の償却費を必要経費に算入していなかったと

する。６年目になってようやく黒字になった

ので、繰延資産の償却費を必要経費に算入し

ようとした場合、これは認められるか。これ

が認められるとした場合、どのような償却方

法をとることができるであろうか。 

 繰延資産の償却費の計算については、60 か

月の均等償却又は任意償却のいずれかの方法

によることとされている（所税令 137 条１項

１号、３項）ところ、任意償却は、繰延資産

の額の範囲内の金額について償却を認めるこ

ととされているだけで、その下限は設けられ

ていないので、支出した年に全額を償却して

も、全く償却しなくともよいことになる。 

 また、繰延資産に相当する費用を支出した

後、60 か月を経過したときには償却費を必要

経費に算入することができないという特段の

規定もない。 

 それゆえ、国税庁が公表している課税取扱

では、繰延資産の未償却額は、いつでも任意

償却することができるとされている(10)。 

 設例２においても、B としては、黒字となっ

た開業後６年目の年分の事業所得の金額の計

算において、繰延資産の償却費を必要経費と

して計上すればよいことになると解される。 

 

３ 繰延資産の未償却残額の資産損失該当性 

 その後、B は、開業８年目になって、経営

が安定し始めたことから、法人成りをして税

理士法人を開設することにしたとする。この

際、個人事業を廃業した年分において、税理

士法人Bに引き継がなかった繰延資産の未償

却残額があったが、当該未償却残額を所得税

法 51 条１項に規定する損失として事業所得

の金額の計算上必要経費に算入することがで

きるであろうか。 

 資産損失の必要経費算入について、所税 51

条１項は、「居住者の営む不動産所得、事業所

得又は山林所得を生ずべき事業の用に供され

る固定資産その他これに準ずる資産で政令で

定めるものについて、取りこわし、除却、滅

失（……）その他の事由により生じた損失の

金額（……）は、その者のその損失の生じた

日の属する年分の不動産所得の金額、事業所
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得の金額又は山林所得の金額の計算上、必要

経費に算入する」と規定し、また、所税令 140

条は、所税 51 条１項所定の｢固定資産その他

これに準ずる資産｣について、「不動産所得、

事業所得又は山林所得を生ずべき事業に係る

繰延資産のうちまだ必要経費に算入されてい

ない部分とする｣と規定している。 

 そこで、設例２におけるように、B におけ

る繰延資産の償却費の金額が多額で、個人事

業として初めての黒字となった開業後６年目

及び７年目であっても、事業所得に係る総収

入金額が足りず、任意償却しようとしても控

除しきれない未償却残額が生じた場合、開業

８年目の法人成りにより個人事業を廃業した

年分において、繰延資産の未償却残額を所税

51 条１項及び所税令 140 条により損失とし

て、当該年分に係る事業所得の金額の計算上

必要経費に算入することができるか否かが問

題となる。 

 この問題に係る判断を示した裁決例として、

国税不服審判所平成 15 年６月 24 日裁決（裁

決事例集 65 号）(11)がある。 

 この裁決は、「事業所得に係る繰延資産につ

いては、各年分の償却費の額を事業所得の金

額の計算上必要経費に算入すべきこととされ、

また、事業所得を生ずべき事業に係る繰延資

産のうちまだ必要経費に算入されていない部

分について生じた損失（以下｢資産損失｣とい

う。）の金額は、その損失の生じた日の属する

年分の事業所得の金額の計算上必要経費に算

入することとされているところである。／繰

延資産に該当する支出を事業所得の金額の計

算上必要経費に算入する場合、上記……によ

ることとされているのは、繰延資産はその支

出の効果がその支出の日以後１年以上に及ぶ

ので、その支出の効果に着目して、その必要

経費の算入は、原則として、その繰延資産に

係る支出の効果の及ぶ期間に配賦（償却費の

額を必要経費に算入）すべきこととされてい

るものであり、また、その繰延資産に係る支

出の効果は、その後の状況の変化等により繰

延資産に該当する支出の支出時に見込まれた

期間まで及ぶとは限らないことなどから、償

却完了前に繰延資産に係る支出の効果に予定

外の減少又は消滅があった場合には、それを

資産損失として必要経費に算入することを認

めることとしていると解される。／このこと

からすれば、繰延資産のうち個人事業の廃業

時にまだ事業所得の金額の計算上必要経費に

算入されていない部分について資産損失が生

じたか否かは、請求人が主張するように、個

人事業の廃業に伴い当然に清算としての資産

損失が生じることとなるのではなく、その繰

延資産に係る支出の効果に予定外の減少又は

消滅があったかどうかにより判断するのが相

当であると解される｣との解釈を示した上で、

請求人（精神科医）は個人事業を廃業した後

も引き続き各医師会の会員であり、また、各

医師会から従前と同様の各種の教育･サービ

スを受けていると認められるから、個人事業

の廃業により各医師会への入会金及び開業時

負担金に係る支出の効果には｢予定外の消滅

や減少があったとは認められず、資産損失が

生じたとは認められない」と判断した。 

 この裁決における所税 51 条１項及び所税

令 140 条の解釈によれば、設例２における B

としても、法人成り後も引き続き税理士の業

務を続けており、たとえ事業所得に係る総収

入金額が繰延資産の償却額に不足したため未

償却残額が生じたとしても、開業費に係る繰

延資産自体に予定外の減少又は消滅があった

わけではない以上、繰延資産の未償却残額を

資産損失として必要経費に算入することはで

きない。 

 このような判断を示した裁決があることを

前提とすると、一般的なタックス・プランニ

ングとしては、法人成りのタイミングについ

て、個人事業に係る繰延資産を任意償却した

後に行うように工夫する必要があるといえよ

う。 
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Ⅴ おわりに 

 こうして法令上の繰延資産の制度を比べて

みると、本稿で検討してきたように、繰延資

産の範囲は所得税法令も法人税法令もほとん

ど同じであるが、所得税法上の繰延資産の方

は、新規の業務ないし事業による所得を稼得

する前に支出した金額が家事費と判定される

場合や、資産の取得費に算入すべき場合又は

減価償却資産として償却すべき場合もあるの

で、繰延資産に該当するか否かの判断はより

難しくなる。また、所得税法令における繰延

資産の償却については、原則として、政令で

償却期間が 60 か月と定められており、任意

償却が認められるのは限定的（開業費だけ）

である。しかも、未償却残額についても、極

めて例外的な場合にのみ、資産損失として必

要経費に算入することができるにすぎない

（所税 51 条１項及び所税令 140 条）という

違いもある。 

(1) https://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/ 

2022-2/20221028_taisaku.pdfの 22-23頁を参照。 

 なお、令和５（2023）年９月 25 日には、岸田

内閣総理大臣が 10 月中旬に発表予定の令和５年

版の総合経済対策の概要として、①物価高から国

民生活を守る、②持続的賃上げ、所得向上と地方

の成長を支える、③成長力につながる国内投資促

進を図る、④人口減少を乗り越え、変化を力にす

る社会変革を進める、⑤国土強靭化など国民の安

心・安全を図るという５つの柱を示したが、「人へ

の投資」は上記の第２の柱に含まれて継続される

見込である。総理の会見については、次の URL

を参照。 

https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/ 

statement/2023/0925kaiken.html 

(2) 繰延資産の範囲に関する所得税法令の解説と

して、武田昌輔監修『DHC コンメンタール所得

税法２』（第一法規、1983 刊・2023/6/2 加除済）

144-154 頁がある。 

(3) 償却方法に関する所得税法令の解説として、武

田監修・前掲注(2)『DHC コンメンタール所得税

法２－２』3921-3993 頁がある。 

 従前においては、所得税法令上の繰延資産

に関する訴訟はあまり多くはなかったが、従

業員に副業を認める会社が多くなり、また個

人が始められる業務ないし事業の内容も手段

も多様化するとともに、さらにリスキリング

による個人の起業を推し進める政策がとられ

るようになっている今日、ある支出が繰延資

産に該当するかどうかをよりわかりやすくす

るように通達において例示したり、また法人

税法令における繰延資産の制度と同じように

早期に必要経費に算入することを認めるよう

な所得税法令の改正も今後必要となるのでは

ないかと思われる。 

 

 

 

 

 

 

(4) https://www.fsa.go.jp/p_mof/singikai/kaikei/ 

tosin/1a909e2.htm（2023/9/27 確認） 

(5) https://www.asb.or.jp/jp/wp-content/uploads/ 

20200331_19.pdf(2023/9/27 確認） 

(6) 金子宏『租税法（第 24 版）』（弘文堂、2021 年）

314 頁注、最判平成 27 年３月 10 日刑集 69 巻２

号 434 頁ほかの一連のインターネット馬券購入

事件の判旨を参照。 

(7) なお、国税庁タックスアンサーNo.5406 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/ 

hojin/5406.htm(2023/9/27 確認）も参照。 

(8) 国税不服審判所裁決要旨検索システムから要

旨を閲覧することができる。関信支部裁決・裁決

番号平 120119・争点番号（所得税）200904280・

棄却 

(9) ただし、この裁決事例の場合、もし歯科医師が

個人歯科医院を開業する前に、他の医療法人に勤

務歯科医として働いている給与所得者であるよ

うな場合には、当該研修が職務の遂行に直接必要

な技術又は知識を習得することを目的として受

講する研修であることにつき財務省令で定める

ところにより給与等の支払者により証明がされ
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たもののための支出であれば、給与所得に係る特

定支出控除（所法 57 条の２第２項４号）の対象

となる。 

(10) 国税庁質疑応答設例｢償却期間経過後における

開業費の任意償却」https://www.nta.go.jp/law/ 

shitsugi/shotoku/04/08.htm（2023/9/27 確認） 

(11) https://www.kfs.go.jp/service/JP/65/10/index. 

html（2023/9/27 確認） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


